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ＴＹＯグループ統合の基本方針に関するお知らせ 

 

 

 

当社は、平成 22年１月 14日開催の当社取締役会において、当社の全連結子会社（但し、海外子会社

１社及び孫会社５社、国内孫会社３社、製作委員会２組合、並びに当社グループ外の法人株主を有する

子会社３社（㈱円谷プロダクション、㈱コラボ及び㈱ルーデンス）を除く 18 社）を対象とし、当社へ

の吸収合併等を通した「ＴＹＯグループ統合」を実行していくことに関して基本方針を決議いたしまし

たので、下記の通りお知らせいたします。 

 

 

記 
 
 
１．「ＴＹＯグループ統合」の目的と期待される効果 

（１）目的 

当社グループは 2002 年の上場以来、「マルチブランド戦略」により、Ｍ＆Ａや新規設立等を通し

て多数の優秀な映像コンテンツ制作会社をグループ化し、ＴＶ－ＣＭのみならず、ＷＥＢ、プロ

モーションマーケティング、ＣＧ、映画、アニメ、テレビ番組、キャラクター、音楽映像に至るま

で、様々な映像コンテンツビジネス領域へと事業を拡大してまいりました。また、１つの映像コン

テンツ領域につき複数のグループ会社で展開し、顧客に多様な特色を提案する事で、業績を伸ばし

てまいりました。 

しかしながら、一昨年秋以降の不況に伴う企業収益の悪化により、スポンサー企業の放送メディ

アへの支出低減によるテレビ番組の延期・中止や、ＴＶ―ＣＭ制作費削減の動きが加速するなど、

当社グループを取り巻く事業環境は大きく変化いたしました。上記映像コンテンツビジネス領域の

いずれにおいても、個別の制作能力のみならず、コスト耐性を含めた総合的な提案・構築能力が求

められるようになってきております。 

この事業環境の変化に対応する為、当社グループは既に前連結会計年度において、合併やＭＢＯ

等による不採算事業からの撤退等により、組織再編を実行してまいりました。その結果、アニメ制

作会社２社の合併による競争力の強化、コンテンツ・ソリューション事業３社の合併によるＴＶ－

ＣＭ部門の大幅なコストダウンを実現するためのしくみ作り等、環境の変化にも柔軟に対応し得る

グループの基盤を構築いたしました。今後も更に、これまで以上の持続的な当社グループの成長を
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目指す為には、各社に分散している能力を組織として一体化することで、機能全般を強化するとと

もに、体質と対応力の強化を図り、新しい企業体になるべきと考えました。 

なお、海外子会社１社及び孫会社５社の合併につきましては、法律上不可能であるため、国内孫

会社３社につきましては、現状の通り別組織として事業を運営することが最適であると経営判断し

たため、製作委員会２組合につきましては、特定の映像コンテンツにつき事業を推進するための任

意組合であるため、㈱円谷プロダクション、㈱コラボ及び㈱ルーデンスにつきましては、当社グ

ループ外の法人株主が存在するため、現時点において今般のグループ統合の対象会社からは除外し

ております。 

 

（２）期待される効果 

当社が「ＴＹＯグループ統合」を実行することで期待される効果は、以下の４点であります。 

   ①ワンストップで価値を提供出来る、総合力をもつ制作会社へ 

グループ統合により、当社グループが事業を展開している映像コンテンツビジネス領域に

おいて、マーケティング、プランニング、クリエイティブ制作といった機能を、総合的に提

案・提供出来る企業となる事で、適切なサービスを顧客に提供してまいります。 

なお、グループ統合後も、既存の連結子会社のブランドは継続させることで、「マルチブラ

ンド戦略」という営業方針は変えず、今後も引き続きより多角的な事業展開を図ってまいり

ます。 

②グループ全体の固定費削減 

 当社には現在連結子会社 30 社（製作委員会２組合を除く）がありますが、グループ統合に

より、各社に発生していた管理コストの低減、並びに地代・家賃等の削減を図ってまいります。 

③仕入・発注の一元化 

 これまでグループ各社毎に行っていた仕入・発注等を、グループ統合により各事業部門で一

括して行うことで、ボリューム･ディスカウントの実現を図ってまいります。 

④法人税等の節税効果 

当社は連結決算を適用しているものの、納税については各社毎に行っているため、当社グ

ループの収益力に対して法人税等のインパクトが大きく、利益減少要因の１つとなっており

ました。グループ統合により、グループ全体の収益力に見合う納税額に収斂させることが見

込まれます。 

 

なお、本日開催の当社取締役会においては、上述の通り、原則的に、当社の全連結子会社（但し、

海外子会社１社及び孫会社５社、国内孫会社３社、製作委員会２組合、並びに当社グループ外の法

人株主を有する子会社３社を除く 18 社）を対象とし、当社への吸収合併等を通した「ＴＹＯグ

ループ統合」を実行していくことについて、基本方針の決議を行いました。具体的なスケジュール、

その他詳細につきましては、確定次第速やかに発表いたします。 

 

２．グループ統合の概要 

（１）グループ統合の概要 
原則的に、当社の全連結子会社（但し、海外子会社１社及び孫会社５社、国内孫会社３社、製作

委員会２組合、並びに当社グループ外の法人株主を有する子会社３社を除く 18 社）を対象とした

当社への吸収合併等を考えております。吸収合併の詳細（合併比率、日程、合併当事会社等）やそ

の他事項につきましては、確定次第、速やかに発表いたします。 
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（２）グループ統合後の状況及び組織体制 
①グループ統合後の状況 

商号 株式会社ティー・ワイ・オー 
代表者 代表取締役社長 吉田 博昭 
本店所在地 東京都品川区上大崎二丁目 21 番７号 
主な事業内容 管理部門：事業部門の経営管理等 

事業部門：ＴＶ－ＣＭ、ＷＥＢ、プロモーションマーケティング、

ＣＧ、映画、アニメ、テレビ番組、キャラクター、音楽

映像等のコンテンツの企画・制作等 
事業年度の末日 ７月末 
資本金の額 未定（確定次第速やかに発表いたします） 
純資産 未定（確定次第速やかに発表いたします） 
総資産 未定（確定次第速やかに発表いたします） 

 
②グループ統合後の組織体制 
 グループ統合後の組織体制は下記の通りであります。 
      （グループ統合前）             （グループ統合後） 
 

取締役会

・・・

当社

代表取締役社長

管理部門

Ａブランド Ｂブランド Ｃブランド

事業部門

取締役会

・・・

当社

代表取締役社長

管理部門

Ａブランド Ｂブランド Ｃブランド

事業部門

取締役会

代表取締役社長

管理部門

Ａ社 ・・・

当社

Ｂ社 Ｃ社

グループ会社

取締役会

代表取締役社長

管理部門

Ａ社 ・・・

当社

Ｂ社 Ｃ社

グループ会社

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現在、当社の連結子会社として事業を展開しているグループ各社は、グループ統合後、事業部門の

ブランドとして存続いたします。 
  

（３）グループ統合の日程 
具体的なスケジュールに関しましては、現在未定でありますが、当社といたしましては、早期

のグループ統合の実行を考えております。スケジュールが確定次第、速やかに発表いたします。 
 
３．今後の見通し 
   当社は、グループ統合後、グループ全体での固定費削減、法人税等の節税、並びに仕入・発注等

についてのボリューム・ディスカウントの実現による効率化を図ることで、より強固な収益基盤・

財務基盤を構築してまいります。 
   本件が当社の業績に与える影響につきましては、現在精査中でありますが、発表すべき事項が判

明した場合には、速やかに開示いたします。 
 
 
 

以上 
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